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平成２８年６月２９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２８年（ネ）第１０００７号 特許権侵害行為差止等請求控訴事件 

原審・東京地方裁判所平成２６年（ワ）第２５１９６号 

口頭弁論終結日 平成２８年５月３０日 

            判    決 

     

          控 訴 人   コ ン ビ 株 式 会 社 

           

          同訴訟代理人弁護士   萩   尾   保   繁 

                      山   口   健   司 

                      石   神   恒 太 郎 

                      関   口   尚   久 

                      伊   藤   隆   大 

          同訴訟代理人弁理士   島   田   哲   郎 

                      伊   藤   健 太 郎 

          同 補 佐 人 弁 理 士   三   橋   真   二 

     

          被 控 訴 人   アップリカ・チルドレンズ 

                      プ ロ ダ ク ツ 合 同 会 社 

           

           

同訴訟代理人弁護士   国   谷   史   朗 

                      重   冨   貴   光 

                      竹   平   征   吾 

                      吉   村   幸   祐 

                      長 谷 部   陽   平 
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          同訴訟代理人弁理士   伊   藤   英   彦 

                      竹   内   直   樹 

            主    文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

            事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 被控訴人は，原判決別紙被告製品目録記載の各製品を輸入し，販売し，又は

販売の申出をしてはならない。 

３ 被控訴人は，同目録記載の各製品を廃棄せよ。 

 ４ 被控訴人は，控訴人に対し，１億４０００万円及びこれに対する平成２６年

９月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ５ 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。 

 ６ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要（略称は，特に断らない限り，原判決に従う。） 

１ 本件は，発明の名称を「振動機能付き椅子」とする発明に係る特許権（本件

特許権）を有する控訴人が，原判決別紙被告製品目録記載の各製品（各被告製品）

は，特許請求の範囲の請求項１に係る発明（本件発明）の技術的範囲に属するから，

被控訴人が各被告製品を輸入，販売等をする行為は，本件特許権を侵害する行為で

あると主張して，被控訴人に対し，特許法１００条１項及び２項に基づき，各被告

製品の輸入，販売等の差止め及び同製品の廃棄を求めるとともに，不法行為に基づ

く損害賠償として１億４０００万円及びこれに対する不法行為の後である平成２６

年９月２６日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を

求める事案である。 

原審は，各被告製品が本件発明の技術的範囲に属するものではないとして，控訴
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人の請求をいずれも棄却したため，控訴人が，原判決を不服として，本件控訴を提

起した。 

２ 前提となる事実（当事者間に争いがない事実又は各項末尾に掲記した証拠及

び弁論の全趣旨により容易に認定できる事実） 

(1) 本件特許権 

控訴人は，以下の本件特許権を有する。なお，控訴人は，願書に添付した明細書

について補正している（本件補正）。（甲１，２，８の１～５） 

 ア 特許番号 特許第３９５８４１３号 

 イ 発明の名称 振動機能付き椅子 

ウ 出願日 平成９年９月１７日 

エ 登録日 平成１９年５月１８日 

(2) 訂正請求 

控訴人は，平成２７年５月１８日付け審判請求書により，本件特許に係る明細書

を原判決添付の訂正明細書（本件明細書）のとおり訂正することについて訂正審判

請求をした。特許庁は，同年７月３０日，訂正を認める旨の審決をし，同審決は確

定した（以下「本件訂正」という。）。（甲２７の１・２，２８の１・２） 

(3) 本件発明 

本件訂正後の特許請求の範囲の請求項１は，本件明細書の特許請求の範囲の請求

項１のとおりであり，同項に係る発明（本件発明）を構成要件に分説すると，次の

とおりである（以下，それぞれの構成要件を「構成要件Ａ」などという。）。 

Ａ ベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機

能付き椅子であって， 

Ｂ 前記座席に支持された磁性材料の部材と， 

Ｃ 前記座席の静止時における磁性材料の部材位置とは異なる位置に，前記磁性

材料の部材に近接して前記ベースに固定され，電磁力により前記磁性材料の部材を

揺動方向に吸引するソレノイドと， 
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Ｄ 該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制

御する揺動制御手段と，を備え， 

Ｅ 前記磁性材料の部材とソレノイドとは離間した状態で揺動する揺動機能付き

椅子において， 

Ｆ´ 前記ベースには，少なくとも２つのロッドが互いに前記座席の揺動方向に

離間した位置で揺動可能に設けられ，この２つのロッドに前記座席が揺動方向に対

して離間された２つの異なる位置で支持され， 

Ｇ 前記磁性材料の部材は，所定の間隔で対向配置された２つの磁性材料の部材

で構成され， 

Ｈ 前記ソレノイドは前記座席の揺動静止時における前記２つの磁性材料の部材

間の中点位置近傍で前記ベースに固定され， 

Ｉ 前記ソレノイドは，巻線軸に沿った貫通穴を有し，前記巻線軸を前記座席の

揺動方向に対して平行に前記ベースに固定され， 

Ｊ 前記２つの磁性材料の部材は，前記座席に固定された直線形状のシャフトに

固定され， 

Ｋ 前記シャフトは，前記貫通穴に挿入されていることを特徴とする 

Ｌ 揺動機能付き椅子。 

(4) 被控訴人の行為 

被控訴人は，平成２５年６月から被告製品１及び２を，同年１０月から被告製品

３を，平成２６年１１月から被告製品４及び５を，それぞれ中国から輸入し，ベビ

ー用品を取り扱う大手小売業者や大手通販サイト業者らに販売している。また，被

控訴人は自社の公式ウェブサイト上で，各被告製品の販売の申出をしている。（甲

３～６，１９の１・２，２０の１・２） 

 ３ 争点 

 (1) 均等侵害の成否 

控訴人は，各被告製品の具体的な構成について，別紙１の各被告製品の構成の特
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徴（控訴人の主張）のとおりであると主張する。そして，各被告製品が，本件発明

の構成要件Ａ，Ｉ，Ｋ及びＬを充足することは当事者間に争いがない。一方，各被

告製品が，本件発明の構成要件Ｂ～Ｅ，Ｇ，Ｈ，Ｊを充足するかについては，下記

イのとおり争いがある。さらに，各被告製品の座席支持機構の具体的な構成（構成

要件Ｆ´に相当する構成）は，別紙１の各被告製品の構成の特徴（控訴人の主張）

のｆのとおりであることは当事者間に争いがなく，各被告製品は本件発明の構成要

件Ｆ´を文言上は充足しない（本件相違点）。 

したがって，均等侵害の成否に関する争点は，次のとおりである。 

ア 本件相違点（争点１） 

イ 各被告製品は，①構成要件Ｂ，Ｃ，Ｅ，Ｇ及びＪの「磁性材料」を充足する

か，②構成要件Ｃの「磁性材料の部材を揺動方向に吸引するソレノイド」を充足す

るか，③構成要件Ｄの「ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで座席の揺

動動作を制御する揺動制御手段」を充足するか，④構成要件Ｇ，Ｈ及びＪの「２つ

の磁性材料の部材」を充足するか，⑤構成要件Ｃの「磁性材料の部材位置とは異な

る位置」及び構成要件Ｈの「中点位置近傍」を，それぞれ充足するか（争点２－１

ないし５） 

(2) 本件発明に係る特許の無効理由の有無（争点３） 

(3) 控訴人の損害額（争点４） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

 １ 原判決の引用 

争点１の当事者の主張は，下記２のとおり，当審における当事者の主張を補充す

るほか，原判決の「事実及び理由」の第２の３(1)のとおりであるから，これを引用

する（ただし，引用にかかる原判決中，「争点１（本件相違点についての均等侵害

の成否）」を「争点１（本件相違点）」と改める。）。 

争点２－１ないし５，争点３及び争点４に関する当事者の主張は，原判決の「事

実及び理由」の第２の３(2)ないし(8)のとおりであるから，これを引用する（ただ
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し，原判決２０頁４行目の「構成要件Ｆ」を「構成要件Ｆ´」と改める。）。 

 ２ 当審における当事者の補充主張 

 (1) 均等の第１要件（非本質的部分）について 

〔控訴人の主張〕 

ア 座席の上下動に関する課題の解決原理について 

 (ア) 本件発明の課題 

従来のソレノイドを動力源とする揺動制御装置（別紙２の図面参照）では，ソレ

ノイドの貫通穴が直線状であるのに対し，鉄心（シャフト）が弧形状であった。こ

のため，ソレノイドからの電磁力が実質的に鉄心に作用する距離（有効動力負荷距

離）が短縮され，揺動駆動力が弱くなるという課題があり，また，鉄心に働く電磁

力を大きくするために貫通穴の壁面と鉄心との間隔を狭くすると，貫通穴の内壁に

鉄心が接触・摺動することがあり，摺り音，摩擦損失，排出音，保守作業の増大等

の問題が発生するという課題があった。 

(イ) 本件発明における解決手段 

ａ 本件発明は，座席の支持部材を，座席の揺動方向に対して離間された異なる

２つの位置に設けることにより，座席の軌道が基本的に振子運動でありながら，座

席の揺動時における上下方向の移動を若干程度に抑えた。 

そして，座席の上下方向の移動を若干程度に抑えたことによって，直線状のシャ

フト及び磁性材料を，ソレノイドの貫通穴の内壁に近接しつつ，かつ，非接触状態

に挿入することを可能とした。 

ｂ なお，本件発明は，「２つの揺動用ロッド７ａ，７ｂにより座席シート２が

ベース５側に支持される平行リンク機構」を形成し，「この揺動用ロッド７ａ，７

ｂ」を「ロッド支持部５ａ，５ｂを中心に振り子運動」させることにより，「座席

シート２」を「若干の上下動を含みつつ往復動」させることを可能とするものであ

る（別紙３の図面参照）。 

しかし，座席を，本件発明のように，基本的に振子運動でありながら「若干の上
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下動を含みつつ往復動」させるためには，技術的には，ロッドを利用した方式であ

る必要はない。すなわち，揺動方向における座席の支持点の位置が離間した２点で

あり，座席揺動時における当該支持点の軌動がそれぞれ振子運動をするようにすれ

ば，ロッドを利用した方式でなくても，本件発明のように座席が「若干の上下動を

含みつつ往復動」することは，技術的に明らかである。 

例えば，各被告製品のように，座席側に，揺動方向に離間した２つの異なる位置

で座席を支持する部材であるコロを設け，ベース側に，当該コロの振子運動を可能

とする形状の湾曲レールを，揺動方向に離間した位置に設けて，当該湾曲レールで

コロを受けて座席を支持する機構（コロと湾曲レールを利用した方式）であっても，

揺動方向に離間した座席の２つの支持点は，本件発明の座席の２つの支持点と実質

的に同じ軌道を描き，結果，座席は，２点支持のロッドを利用した方式と同様に「若

干の上下動を含みつつ往復動」することになる（別紙４の図面参照）。 

よって，本件発明における解決手段は，座席支持機構が，ロッドを利用した方式

であっても，コロと湾曲レールを利用した方式であっても，等しくあてはまる。 

(ウ) 本件発明の効果  

前記解決手段をとることにより，本件発明は，「動力負荷効率がより高められる

一方，磁性材料の部材とソレノイドとを離間した状態で座席を揺動駆動するため，

騒音や振動の発生を極力低減することができ，静粛性や乗り心地がより一層向上す

ると共に，保守作業を大きく軽減することができる」との効果を奏する。 

(エ) 本件発明の課題解決原理 

ａ 本件発明の課題解決原理は，座席の支持部材を，座席の揺動方向に対して離

間された異なる２つの位置に設け，当該２つの位置の支持点の軌道がそれぞれ振子

運動となるようにして，座席の揺動時における上下動を若干程度に抑えると同時に，

ソレノイドの貫通穴に直線状のシャフトを挿入する構成を採用することで，ソレノ

イドと磁性材料との距離を，非接触状態のまま可能な限り短縮することを可能とし

たことにある。 
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そして，この課題解決原理が，従来技術に見られない本件発明に特有の技術的思

想を構成する特徴的部分であり，本件発明の本質的部分である。 

ｂ なお，本件発明の上記課題解決原理（本質的部分）は，本件発明で利用して

いるロッドを，座席の支持点の軌道が振子運動となる座席の支持部材へと上位概念

化している。しかし，本件発明は，揺動制御手段としてソレノイドを用いた乳幼児

用の椅子等の実現・実用化に必要不可欠な技術を世界で初めて提供するなどしてお

り，従来技術と比較して特許発明の貢献の程度は大きい。したがって，本件発明の

本質的部分の認定に当たっては，本件発明で利用されているロッドを上位概念化し

て捉えるべきである。 

 (オ) 各被告製品の充足 

各被告製品は，ソレノイドの貫通穴に直線状のシャフト及び磁性材料を挿入した

動力機構を用いている。また，各被告製品は，座席支持機構として２点支持のコロ

と湾曲レールを利用した方式を採用しているが，これは，２点支持のロッドを利用

した方式と同じく，座席の支持部材を，座席の揺動方向に対して離間された異なる

２つの位置に設け，当該２つの位置の支持点の軌道がそれぞれ振子運動となるよう

にして，座席の揺動時における上下動を若干程度に抑えるものである。そして，各

被告製品は，これらの組合せにより，ソレノイドと磁性材料との距離を，非接触状

態のまま可能な限り短縮することを可能としている。 

よって，各被告製品は，均等の第１要件を充足する。 

 イ 重心位置の偏りに関する課題の解決原理について 

 (ア) 本件発明の課題，解決手段及び効果 

従来のソレノイドを動力源とする揺動装置は，１点で座席を支持していたことか

ら，使用者の位置等で重心位置が偏り，回転モーメントが増大する結果，不安定な

揺動運動になるという課題があった。 

本件発明は，ベースに２つのロッドを互いに座席の揺動方向に離間した位置で揺

動可能に設け，この２つのロッドに座席が揺動方向に対して離間された２つの異な
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る位置で支持されるという構成を採用したものである。 

このように座席を支持する部材を設け，揺動方向に対して離間した２点において

座席を支持することにより，使用者の重心が２点間にある場合には，回転モーメン

トがほぼ相殺され，当該２点で荷重を支えるために安定して座席を支えることがで

き，使用者の重心が２点の外側にある場合でも，近い側の点までの距離が短いこと

から回転モーメントも小さく，やはり安定して座席を支えることができる。また，

座席支持機構を２点支持のコロと湾曲レールを利用した方式にした場合であっても，

この原理は当てはまる。 

そして，このような解決手段を採ることで，本件発明において，使用者の重心位

置が偏ったときでも安定した揺動運動を行えることになった。 

(イ) 本件発明の課題解決原理 

本件発明の課題解決原理は，座席を支持する部材を揺動方向に対して離間した２

点に設けることで，揺動方向に対して離間した２点において座席を支持したことで

ある。 

もっとも，この原理を具体化した２点支持のロッドを利用した方式による座席支

持機構は，本件特許の出願日当時，既に当業者に周知であったから，この課題解決

原理は，本件発明の本質的部分とはいえない。 

〔被控訴人の主張〕 

 ア 本件発明の本質的部分について 

本件発明は，従来技術である１つのロッドで座席を支持する揺動装置が有する課

題を，少なくとも２つのロッドを互いに座席の揺動方向に離間した位置で揺動可能

に設け，この２つのロッドに座席を揺動方向に対して離間された２つの異なる位置

で支持させるという構成をとることにより解決したものである。これにより，座席

を揺動させるための揺動抵抗が大きく低減するとともに，安定した揺動運動を実現

することができるなどの効果があった。 

したがって，本件発明の本質的部分は，２つのロッドで座席を支持するという機
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構を採用したことである。 

イ 控訴人の主張する本件発明の本質的部分について 

(ア) 控訴人の主張する本件発明の本質的部分は，本件明細書の特許請求の範囲

や発明の詳細な説明の記載から，あまりにも離れ，技術的思想を抽象化するもので

ある。 

すなわち，本件明細書の特許請求の範囲には，ベースに２つのロッドが設けられ，

２つのロッドに座席が支持されるとの構成が記載されているにもかかわらず，控訴

人の主張する本件発明の本質的部分においては，この構成が削除されるとともに，

ロッドが単に「座席の支持部材」とされている。また，控訴人の主張する本件発明

の本質的部分については，特許請求の範囲に記載も示唆もされていない。 

また，本件発明は，従来技術である１点支持のロッドを利用した方式が有する課

題を，従来技術である２点支持のロッドを利用した方式による座席の支持位置を特

定することにより解決したものにすぎず，従来技術に対する貢献の程度も大きくな

い。 

 (イ) また，控訴人は，本件発明の本質的部分について，座席の支持部材を，座

席の揺動方向に対して離間された異なる２つの位置に設け，当該２つの位置の支持

点の軌道がそれぞれ振子運動となるようにして，座席の揺動時における上下動を若

干程度に抑えるものであると主張するが，同一の長さのロッドを使用する限り，座

席の揺動時における上下動の幅は同一であるから，同主張は技術的にも誤っている。 

(ウ) さらに，座席の支持部材を，座席の揺動方向に対して離間された異なる２

つの位置に設け，当該２つの位置の支持点の軌道がそれぞれ振子運動となるように

するという構成は，先行技術文献（乙３，４）に記載されており，ソレノイドと磁

性材料との距離を，非接触状態のまま可能な限り短縮するために，ソレノイドの貫

通穴に直線状のシャフトを挿入する構成を採用することも，本件特許出願時の周知

技術（乙１３～１７）であるばかりではなく，技術常識である。したがって，控訴

人の主張する本件発明の本質的部分は，本件特許出願時に既に公知の技術である。 
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(2) 均等の第５要件（特段の事情）について 

〔被控訴人の主張〕 

控訴人は，本件特許の出願当時，コロとレールを利用した座席支持機構が知られ

ていた状況の下で，これを含むような上位概念で特許請求の範囲を記載できたにも

かかわらず，出願時にそのようにしなかった。 

また，控訴人は，本件特許の出願当初の特許請求の範囲には，座席支持機構全般

を対象として記載し，座席支持機構をロッドを利用した方式に限定する記載をして

いなかったにもかかわらず，本件補正により，座席支持機構全般を対象とする記載

を削除し，あえて，特許請求の範囲を「少なくとも２つのロッドが揺動可能に設け

られ」「この２つのロッドに前記座席が支持され」と，ロッドを利用した方式に限

定することを明らかにし，これにより，コロとレールを利用した座席支持機構を意

識的に除外した。 

さらに，控訴人は，本件訂正において，本件発明が「少なくとも２つのロッド」

の構成を有することを前提とした上で，それが「互いに前記座席の揺動方向に離間

した位置で」設けられること，及び「この２つのロッド」に座席が「揺動方向に対

して離間された２つの異なる位置で」支持されていることを，それぞれ本件発明に

付加し，より一層「２つのロッド」を設ける構成を具体化した。 

したがって，コロとレールを利用した座席支持機構を有する各被告製品は，本件

特許の特許請求の範囲から意識的に除外されたというべきである。 

〔控訴人の主張〕 

本件特許の出願当時，動力機構としてソレノイドを用い，座席支持機構としてコ

ロと湾曲レールを利用するという各構成を組み合わせた乳幼児用の椅子等は存在せ

ず，また，動力機構としてソレノイドを用いることから生じる課題も公知ではなか

った。したがって，当業者は，本件発明の課題を解決する手段として，ロッドを利

用した方式とコロと湾曲レールを利用した方式とが，ソレノイドの動力機構との組

合せにおいて同一の効果を奏する部材であるとの認識を持ちようがなかった。そう
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すると，動力機構としてソレノイドを用いる本件特許の特許請求の範囲に，座席支

持機構として，コロと湾曲レールを利用する方式も含めることは容易ではなかった

というべきである。なお，控訴人は，本件特許の出願当時，スライド手段を介した

揺動機構を実施例として開示したが，これは，水平往復動の可能なものであって，

コロと湾曲レールを利用する方式とは全く異なる揺動機構である。 

また，本件発明に係る特許請求の範囲の記載のうち「２つのロッド」という文言

は，本件補正の前後で全く変わっておらず，拒絶理由通知における引用例も，座席

支持機構としてコロと湾曲レールを利用する方式を開示するものではなかった。し

たがって，控訴人は，拒絶理由を回避するために，本件補正によって，座席支持機

構についてロッドを利用した方式に限定したものではない。 

さらに，控訴人は，訂正前の特許請求の範囲の記載において，ベースに設けられ

た２つのロッドの位置関係が不明確であったために，本件訂正を行ったにすぎない。

したがって，控訴人は，本件訂正において，本件発明がロッドを利用した方式の構

成を有することを明確にしたものでもない。 

よって，控訴人が，コロと湾曲レールを利用する方式を明確に認識し，この方式

を特許請求の範囲から除外したと外形的に評価し得る行動をとったとはいえないか

ら，この方式は，本件発明の特許請求の範囲から意識的に除外されたものではない。 

第４ 当裁判所の判断 

 各被告製品は，少なくとも本件発明の構成要件Ｆ´を文言上充足しないところ，

当裁判所も，各被告製品は，本件発明の均等侵害に当たらず，その技術的範囲に属

するということはできないから，控訴人の請求は棄却すべきものと判断する。 

 その理由は，以下のとおりである。 

 １ 均等侵害の成否について 

 (1) 均等侵害の要件 

 特許請求の範囲に記載された構成中に，相手方が製造等をする製品又は用いる

方法（以下「対象製品等」という。）と異なる部分が存する場合であっても，①
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同部分が特許発明の本質的部分ではなく，②同部分を対象製品等におけるものと

置き換えても，特許発明の目的を達することができ，同一の作用効果を奏するも

のであって，③上記のように置き換えることに，当該発明の属する技術の分野に

おける通常の知識を有する者（当業者）が，対象製品等の製造等の時点において

容易に想到することができたものであり，④対象製品等が，特許発明の特許出願

時における公知技術と同一又は当業者がこれから当該出願時に容易に推考できた

ものではなく，かつ，⑤対象製品等が特許発明の特許出願手続において特許請求

の範囲から意識的に除外されたものに当たるなどの特段の事情もないときは，同

対象製品等は，特許請求の範囲に記載された構成と均等なものとして，特許発明

の技術的範囲に属するものと解するのが相当である(最高裁平成６年（オ）第１０

８３号同１０年２月２４日第三小法廷判決・民集５２巻１号１１３頁参照)。 

 (2) 均等の第１要件（非本質的部分）について 

 ア 本質的部分の認定について 

 特許法が保護しようとする発明の実質的価値は，従来技術では達成し得なかった

技術的課題の解決を実現するための，従来技術に見られない特有の技術的思想に基

づく解決手段を，具体的な構成をもって社会に開示した点にある。したがって，特

許発明における本質的部分とは，当該特許発明の特許請求の範囲の記載のうち，従

来技術に見られない特有の技術的思想を構成する特徴的部分であると解すべきであ

る。 

そして，上記本質的部分は，特許請求の範囲及び明細書の記載に基づいて，特許

発明の課題及び解決手段（特許法３６条４項，特許法施行規則２４条の２参照）と

その効果（目的及び構成とその効果）を把握した上で，特許発明の特許請求の範囲

の記載のうち，従来技術に見られない特有の技術的思想を構成する特徴的部分が何

であるかを確定することによって認定されるべきである。すなわち，特許発明の実

質的価値は，その技術分野における従来技術と比較した貢献の程度に応じて定めら

れることからすれば，特許発明の本質的部分は，特許請求の範囲及び明細書の記載，
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特に明細書記載の従来技術との比較から認定されるべきであり，そして，①従来技

術と比較して特許発明の貢献の程度が大きいと評価される場合には，特許請求の範

囲の記載の一部について，これを上位概念化したものとして認定され，②従来技術

と比較して特許発明の貢献の程度がそれ程大きくないと評価される場合には，特許

請求の範囲の記載とほぼ同義のものとして認定されると解される。 

ただし，明細書に従来技術が解決できなかった課題として記載されているところ

が，出願時の従来技術に照らして客観的に見て不十分な場合には，明細書に記載さ

れていない従来技術も参酌して，当該特許発明の従来技術に見られない特有の技術

的思想を構成する特徴的部分が認定されるべきである。そのような場合には，特許

発明の本質的部分は，特許請求の範囲及び明細書の記載のみから認定される場合に

比べ，より特許請求の範囲の記載に近接したものとなり，均等が認められる範囲が

より狭いものとなると解される。 

イ 本件明細書の記載 

本件明細書の発明の詳細な説明欄には，おおむね，次の記載がある。 

(ア) 発明の属する技術分野 

本発明は，例えば，乳幼児用の椅子及び寝台として用いられる椅子に関し，特に

座席を連続して揺動させることができる揺動機能付き椅子に関する。（【０００１】） 

(イ) 従来の技術 

従来，乳幼児用等の椅子において，座体を連続して揺動させるには人力等によっ

て行う手段が主であったが，この揺動手段を電子制御化した技術が例えば特開昭５

５－９９２１９号公報に開示されている。 

上記公報に記載の揺動装置は，概略的には図１５（判決注：別紙２の図面）に示

すように，支柱１２１に回転自在に懸架された座体１２２と，該座体１２２揺動に

連動する弧状の鉄心１２３と，支柱１２１側に固定され鉄心１２３をコイル内部に

出入れ自在とするソレノイド１２４と，座体１２２の揺動状態に応じてソレノイド

１２４への電源供給を制御する揺動制御装置１２５と，から構成されている。（【０
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００２】）                                

 この揺動装置による揺動駆動方法を説明すると，まず，図１５に示す座体１２２

の傾斜位置において，揺動制御装置１２５によりソレノイド１２４に通電すること

で，ソレノイド１２４からの電磁力が発生し，鉄心１２３を矢印Ａ方向，即ちソレ

ノイド１２４側に吸引する。その結果，座体１２２が矢印Ｂ方向に傾斜することに

なる。その後，ソレノイド１２４への通電を断ち，座体１２２がその自重により逆

方向に傾斜し始め，座体１２２の慣性と相まって元の傾斜位置に戻る。以上の動作

を繰り返すことにより揺動運動が行われる。（【０００３】） 

(ウ) 発明が解決しようとする課題 

かかる従来の揺動装置にあっては，以下に示す課題を有している。 

ａ 揺動運動が基点１２６を中心とした弧を描くことになるため，ソレノイド１

２４の貫通穴と鉄心１２３を，それぞれ基点を中心とする弧形状に形成することが

望ましい。しかしながら，ソレノイド１２４内部を弧形状に成形することは実際上

困難であることから，ソレノイドの貫通穴を鉄心径に対して大きめに設定し，鉄心

側だけを弧形状に成形することがある。（【０００４】） 

ところが，このような構成としても，直線形状のソレノイドの貫通穴に弧形状の

鉄心が挿入されるため，鉄心が貫通穴壁面に接触する可能性があるばかりか，ソレ

ノイドからの電磁力が実質的に鉄心に作用する距離（有効動力負荷距離）が短縮さ

れ，重量物を座体に搭載した状態では十分に揺動駆動させることが困難となる。（【０

００５】） 

一般的に，ソレノイドの貫通穴壁面と鉄心との間隙が狭いほど鉄心に働く電磁力

が大きくなり，吸引効率を向上させることができるが，この間隙を狭めた場合，例

えば鉄心が貫通穴壁面に接触した場合においては，鉄心と貫通穴壁面との擦り音が

発生すると共に接触による摩擦損失が生じることになる。その結果，揺動駆動のた

めにはより大きなトルクが必要となり，ソレノイドを通常より過剰に励磁しなけれ

ばならなくなる。また，ソレノイドの貫通穴と鉄心との嵌合の寸法公差が少なすぎ
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ると，貫通穴を鉄心が通過する際に貫通穴内部の空気を押し出す排出音が発生する

ことになる。 

ｂ ソレノイドと鉄心とが接触して摺動部分が存在する構成である場合は，長時

間揺動運動すると，摩擦により材質が劣化することがあるため，一般的には摺動部

にグリース等の潤滑剤を塗布している。しかし，これが長期に亘って使用される場

合や，比較的大きなトルクで動作させる場合には，摺動部の潤滑剤が摩擦熱により

変質する等の不具合を生じることがあり，かえって潤滑剤自体が悪影響を及ぼすこ

とがある。そこで，かかる事態を回避するために徹底した保守作業を行うことも考

えれるが，保守作業自体が厄介であり，場合によっては消耗部品を交換する等の作

業が必要となり思わしくない。 

ｃ 使用者が，図１５に示す座体１２２の回転中心軸となる基点１２６付近から

座体１２２の端部側に移動して，座体１２２の重心位置１２７が偏ることがある。

このような場合，従来の揺動装置にみられる片腕揺動方式にあっては座体１２２が

傾斜すると共に，基点１２６からの距離Ｌの増加に伴い回転モーメントが増大し，

駆動トルクを通常より大きくする必要性が生じる。その結果，揺動振幅を一定とす

ることができず不安定な揺動運動となってしまう。（【０００６】）      

 そこで本発明は，かかる従来の問題点に鑑み，揺動時の静粛性を保ちつつ，使用

者の重心位置が偏ったときでも安定した揺動運動が行える動力変換効率の高い揺動

機能付き椅子を供給することを目的としている。（【０００７】） 

(エ) 課題を解決するための手段 

このため，請求項１記載の揺動機能付き椅子の発明は，ベースと，該ベースに対

して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機能付き椅子であって，前記座席

に支持された磁性材料の部材と，前記座席の静止時における磁性材料の部材位置と

は異なる位置に，前記磁性材料の部材に近接して前記ベースに固定され，電磁力に

より前記磁性材料の部材を揺動方向に吸引するソレノイドと，該ソレノイドを所定

のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制御する揺動制御手段と，を



- 17 - 

備え，前記磁性材料の部材とソレノイドとは離間した状態で揺動する揺動機能付き

椅子において，前記ベースには，少なくとも２つのロッドが互いに前記座席の揺動

方向に離間した位置で揺動可能に設けられ，この２つのロッドに前記座席が揺動方

向に対して離間された２つの異なる位置で支持され，前記磁性材料の部材は，所定

の間隔で対向配置された２つの磁性材料の部材で構成され，前記ソレノイドは前記

座席の揺動静止時における前記２つの磁性材料の部材間の中点位置近傍で前記ベー

スに固定され，前記ソレノイドは，巻線軸に沿った貫通穴を有し，前記巻線軸を前

記座席の揺動方向に対して平行に前記ベースに固定され，前記２つの磁性材料の部

材は，前記座席に固定された直線形状のシャフトに固定され，前記シャフトは，前

記貫通穴に挿入されていることを特徴としている。（【０００８】） 

(オ) 発明の実施の形態 

座席シート２及びベース５は，２つの揺動用ロッド７ａ，７ｂにより座席シート

２がベース５側に支持される平行リンク機構を形成しており，この揺動用ロッド７

ａ，７ｂがロッド支持部５ａ，５ｂを中心に振り子運動することにより，座席シー

ト２を図４，図５に示すように若干の上下動を含みつつ往復動，即ち，揺動させる

ことができる。（【００１８】） 

このように，座席シート２を支持する座面下方のフランジ部２ａ，２ｂを，座席

シートの揺動方向に対して離間された２つの異なる位置にそれぞれ設けたことによ

り，使用者の着座位置等によって変化する重心位置が偏った場合においても，座席

シート２が傾斜したり，後述する揺動振幅等の揺動機能に支障をきたすことを防止

することができる。（【００１９】） 

ソレノイド９の貫通穴１０には，アルミ等の非磁性材料から成るシャフト１３と，

該シャフト１３に所定の間隔で固定した２つの鉄等の磁性材料の部材１４ａ，１４

ｂ（以降，プランジャと呼ぶ）とが，貫通穴１０の内壁に近接しつつ，且つ非接触

状態に挿入されている。（別紙５の図面参照）（【００２１】） 
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かかる構成のため，ソレノイド９とプランジャ１４ａ，１４ｂとは機械的に結合

されることなく，ソレノイド９に対してプランジャ１４ａ，１４ｂが水平方向に独

立して移動自在となる。このプランジャ１４ａ，１４ｂは，揺動用ロッド７ａ，７

ｂの揺動運動に伴い若干上下方向にも移動するため，ソレノイドの貫通穴１０内壁

とプランジャ１４ａ，１４ｂとの上下間隔は，プランジャ１４ａ，１４ｂが貫通穴

１０内壁に接触しないように，且つ最近接するように設定されている。（【００２

３】） 

(カ) 発明の効果 

請求項１に記載の発明によれば，揺動方向に対して直線状に磁性材料の部材とソ

レノイドを配列することにより，簡単な構成で磁性材料の部材とソレノイドとの距

離を短縮することができ，動力負荷効率がより高められる一方，磁性材料の部材と

ソレノイドとを離間した状態で座席を揺動駆動するため，騒音や振動の発生を極力

低減することができ，静粛性や乗り心地がより一層向上すると共に，保守作業を大

きく軽減することができる。 

請求項１に記載の発明によれば，平行リンク機構により座席を揺動させるため，

揺動抵抗が大きく低減すると共に，使用者の重心位置が座席上で偏った場合でも座

席の揺動機能に支障をきたすことなく安定した揺動運動を実現することができ，よ

り快適な使用感を得ることができる。（【００５２】） 

ウ 本件明細書に記載された従来技術 

本件明細書は，特開昭５５－９９２１９号公報（乙２。以下「乙２公報」という。）

に開示された技術を従来技術として記載している。 

そして，乙２公報は，座席を連続して揺動させることが可能な乳児用ゆりかごの，

揺動制御手段及び座席支持機構等を開示した文献であり，揺動制御手段として，ソ

レノイド等を採用し，座席支持機構として，ロッドが１点で揺動可能に設けられ，

このロッドに座席が支持されるという方式（以下，この方式を「ロッド１点支持方

式」という。）を採用するものであった。 
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エ 本件発明の内容 

(ア) 上記イ及びウによれば，本件発明については，以下のとおり認められる。 

ａ 本件発明は，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等に関

する。 

ｂ 従来，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等における座

席の揺動制御手段は，人力等によるものが主であった。 

乙２公報に開示された技術は，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用

の椅子等において，揺動制御手段としてソレノイドを，座席支持機構としてロッド

１点支持方式を採用するものであった。 

しかし，乙２公報に開示された乳幼児用の椅子等においては，鉄心及び鉄心に電

磁力を与えるソレノイドをそれぞれ弧形状に成形することが望ましい一方で，ソレ

ノイドを弧形状に成形することは実際上困難であることから，直線状のソレノイド

の貫通穴を大きめに設定し，鉄心だけを弧形状に成形することがあった。しかし，

直線状であるソレノイドの貫通穴に，弧形状の鉄心が挿入されることにより，ソレ

ノイドと鉄心との距離が生じることから，ソレノイドから鉄心に働く電磁力が弱ま

るという問題点があった。なお，本件明細書には，乙２公報に開示された技術には，

ソレノイドの貫通穴と鉄心が接触するなどの問題点もある旨記載されているものの，

これは，ソレノイドから鉄心に働く電磁力の弱まりを防ぐために，ソレノイドの貫

通穴と鉄心の間隔を狭めることから生じるものであるから，ソレノイドの貫通穴と

鉄心の接触等の問題点は，ソレノイドと鉄心との距離が生じ，ソレノイドから鉄心

に働く電磁力が弱まるという問題点に包含されるものである。 

また，乙２公報に開示された乳幼児用の椅子等においては，使用者が座席の端部

側に移動して，重心位置が偏った場合，座席の回転中心軸となる基点を中心とした

回転モーメントが増大することから，座席を揺動させるためには，ソレノイドから

鉄心に働く電磁力を強めなければならないという問題点もあった。 

 ｃ 本件発明は，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等であ
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って，揺動制御手段としてソレノイドを採用し，座席支持機構としてロッド１点支

持方式を採用するものが有する問題点，すなわち①直線状であるソレノイドの貫通

穴に，弧形状の鉄心が挿入されることにより，ソレノイドと鉄心との距離が生じる

という問題点及び②座席の重心位置が偏った場合，座席の回転中心軸となる基点を

中心とした回転モーメントが増大するという問題点を解決することを課題とするも

のである。 

ｄ 本件発明は，上記①の問題点を解決するために，座席支持機構に，ベースに

２つのロッドが互いに座席の揺動方向に離間した位置で揺動可能に設けられ，この

２つのロッドに座席が揺動方向に対して離間された２つの異なる位置で揺動可能に

支持されるという方式（以下，この方式を「ロッド２点支持方式」という。）を採

用するとともに，磁性材料の部材及びそれを固定するシャフト（以下「シャフト等」

ということがある。）を直線形状とする構成を採用したものである。すなわち，ロ

ッド２点支持方式を採用することにより，座席の揺動時における上下動を抑えると

ともに，シャフト等を直線形状とすることで，シャフト等を，より小径であるソレ

ノイドの巻線軸の貫通穴に挿入することが可能になる。そして，このようにシャフ

ト等とソレノイドを近接できることから，ソレノイドからシャフト等に働く電磁力

の弱まりを防ぐことになる。したがって，上記①の課題に対する本件発明の解決手

段は，座席支持機構としてロッド１点支持方式ではなく，ロッド２点支持方式を採

用するとともに，シャフト等を直線形状とする構成を採用するというものである。

なお，ロッド２点支持方式を採用することによって，実際に座席の揺動時における

上下動を抑えられるか否かは，本件明細書に記載された本件発明の解決手段につい

ての上記認定を左右するものではない。 

また，本件発明は，上記②の問題点を解決するために，座席支持機構にロッド２

点支持方式を採用したものである。すなわち，座席支持機構にロッド１点支持方式

を採用した場合，座席の回転中心軸となる基点は，座席を支持するロッドがベース

に接合された点の１点のみであるから，使用者が座席の端部側に移動すると，重心
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位置が偏り，基点を中心とした回転モーメントが増大する。一方，ロッド２点支持

方式を採用すれば，座席を支持するロッドがベースに接合された２点が，座席の回

転中心軸となる基点となり，これにより，使用者が座席の端部側に移動しても，重

心位置が２個の基点の間（水平方向における間）にある場合には，各基点に働く回

転モーメントが相殺され，各基点に働く回転モーメントは小さくなり，重心位置が

２個の基点の外側（水平方向における外側）にある場合でも，重心位置に近い基点

までの距離は短いため，同基点に働く回転モーメントは小さいことになる。これに

より，座席を揺動させるために，ソレノイドからシャフト等に働く電磁力を強める

必要がなくなるのである。したがって，上記②の課題に対する本件発明の解決手段

は，座席支持機構としてロッド１点支持方式ではなく，ロッド２点支持方式を採用

するというものである。 

ｅ 本件発明は，上記①の課題に対して，座席支持機構としてロッド１点支持方

式ではなく，ロッド２点支持方式を採用するとともに，シャフト等を直線形状とす

る構成を採用するという解決手段を採ることにより，シャフト等とソレノイドを近

接させ，ソレノイドからのシャフト等に働く電磁力の弱まりを防ぐという効果を有

するものである。 

また，本件発明は，上記②の課題に対して，座席支持機構としてロッド１点支持

方式ではなく，ロッド２点支持方式を採用するという解決手段を採ることにより，

座席を支持するロッドがベースに接合された点を中心とする回転モーメントを減じ，

座席を揺動させるために電磁力を強める必要をなくすという効果を有するものであ

る。 

(イ) 本件発明の貢献の程度 

ところで，上記認定のとおり，本件発明は，座席を連続して揺動させることが可

能な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段としてソレノイドを採用し，座席支

持機構としてロッド１点支持方式を採用するものが有する，①直線状であるソレノ

イドの貫通穴に，弧形状の鉄心が挿入されることにより，ソレノイドと鉄心との距
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離が生じるという問題点及び②座席の重心位置が偏った場合，座席の回転中心軸と

なる基点を中心とした回転モーメントが増大するという問題点を解決することを課

題とするものである。 

もっとも，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等において，

座席支持機構としてロッド２点支持方式が存在することは，本件特許の優先日にお

いて，当業者に周知であったものである（甲１１の１～３，乙６～８，１２）。そ

して，座席支持機構にロッド１点支持方式ではなく，ロッド２点支持方式を採用す

ることができれば，座席の揺動時における上下動を抑えること，座席の重心位置が

偏った場合に座席の回転中心軸となる基点を中心とした回転モーメントを減少させ

ることは可能となる。 

また，ソレノイドの貫通穴に，直線状のシャフトを挿入するという構成が存在す

ることは，本件特許の優先日において当業者に周知であったものである（乙１３～

１７）。そして，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等におい

て，揺動制御手段として採用されたソレノイドに，上記構成を採用することができ

れば，シャフト等とソレノイドを近接させることが可能となる。 

したがって，座席支持機構としてロッド２点支持方式を採用するという周知技術，

及び，ソレノイドに直線状の鉄心を挿入するという周知技術は，座席を連続して揺

動させることが可能な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段としてソレノイド

を採用し，座席支持機構としてロッド１点支持方式を採用するものが有する問題点

を解決するものということができる。 

しかし，本件明細書には，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅

子等における座席支持機構としてロッド２点支持方式を採用するという周知技術，

及び，ソレノイドに直線状のシャフトを挿入するという周知技術の記載はない。し

たがって，本件明細書に従来技術が解決できなかった課題として記載されていると

ころは，従来技術に照らして客観的に見て不十分であるから，本件発明の本質的部

分は，本件明細書の記載に加えて，優先権主張日の従来技術たる上記各周知技術と
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の比較から認定されるべきである。 

そして，本件明細書の記載及び上記各周知技術によれば，本件発明は，座席を連

続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段としてソ

レノイドを採用し，座席支持機構としてロッド１点支持方式を採用するものに，従

来技術である，ロッド２点支持方式という座席支持機構，及び，直線状のシャフト

をソレノイドに挿入するという構成を適用したものということができる。また，従

来技術であるロッド２点支持方式は，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼

児用の椅子等に従来から存在した座席支持機構であるから，座席を連続して揺動さ

せることが可能な乳幼児用の椅子等であれば，揺動制御手段としてソレノイドを採

用するものであっても，座席支持機構自体にロッド２点支持方式を組み合わせるこ

とは，さほど困難なこととはいえない。 

したがって，本件発明の貢献の程度は，座席支持機構としてロッド１点方式では

なく，ロッド２点支持方式を採用するという点においては，それ程大きくないと評

価することができるから，本件発明の本質的部分は，座席支持機構に関する限度に

おいては，特許請求の範囲の請求項１の記載とほぼ同義となる。 

オ 本件発明の本質的部分 

(ア) 以上によれば，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等

であって，揺動制御手段としてソレノイドを有するものにおいて，座席支持機構と

してロッド２点支持方式を採用したことは，本件発明の本質的部分（特許請求の範

囲のうち，従来技術に見られない特有の技術的思想を構成する特徴的部分）である

と認められる。 

 (イ) これに対し，控訴人は，本件発明の課題解決原理は，座席の支持部材を，

座席の揺動方向に対して離間された異なる２つの位置に設け，当該２つの位置の支

持点の軌道がそれぞれ振子運動となるようにして，座席の揺動時における上下動を

若干程度に抑えると同時に，ソレノイドの貫通穴に直線状のシャフトを挿入する構

成を採用することで，ソレノイドと磁性材料との距離を，非接触状態のまま可能な
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限り短縮することを可能とした点にあると主張する。しかし，座席の支持部材を座

席の揺動方向に対して離間された異なる２つの位置に設け，当該２つの位置の支持

点の軌道がそれぞれ振子運動となるようにすることは，ロッド２点支持方式の構成

要素であるロッドの存在を捨象するものであるから，控訴人の上記主張は，採用す

ることができない。 

また，控訴人は，本件発明の課題解決原理には，座席を支持する部材を揺動方向

に対して離間した２点に設けることで，揺動方向に対して離間した２点において座

席を支持した点もあると主張する。しかし，座席を支持する部材を揺動方向に対し

て離間した２点に設けることも，ロッド２点支持方式の構成要素であるロッドの存

在を捨象するものであるから，控訴人の上記主張は，採用することができない。 

カ 各被告製品の第１要件の非充足 

各被告製品は，座席を連続して揺動させる手段として，ソレノイドを用いる乳幼

児用の椅子等ではあるものの，座席支持機構として「座席の下部に」「揺動方向に

対して離間された２つの異なる位置にそれぞれ二組（合計４個）のコロ（車輪）」

を「回動可能に設け」，「ベースの上部には，二組（４つ）の湾曲レール」を，「上

記の各コロに対応する位置にそれぞれ設け」，「ベースの上部に設けられた各湾曲

レールが前記座席の下部に回動可能に設けられた各コロを受けることによって，前

記座席」を「前記ベースに対して揺動可能に支持」する方式を採用するものである。

このように，各被告製品は，座席支持機構としてロッド２点支持方式，すなわちベ

ースに２つのロッドが互いに座席の揺動方向に離間した位置で揺動可能に設けられ，

この２つのロッドに座席が揺動方向に対して離間された２つの異なる位置で揺動可

能に支持されるという方式を用いていない。したがって，各被告製品は，本件発明

の本質的部分を備えているとはいえない。 

したがって，各被告製品は，均等の第１要件を充足するとは認められない。 

(3) 均等の第５要件（特段の事情）について 

ア 第５要件の判断基準について 
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均等の第５要件は，特許請求の範囲に記載された構成中に，対象製品等と異なる

部分が存する場合であっても，同対象製品等が特許発明の特許出願手続において特

許請求の範囲から意識的に除外されたものに当たるなどの特段の事情もないことで

ある。すなわち，特許出願手続において出願人が特許請求の範囲から意識的に除外

したなど，特許権者の側において一旦特許発明の技術的範囲に属しないことを承認

するか，又は外形的にそのように解されるような行動をとったものについて，特許

権者が後にこれと反する主張をすることは，禁反言の法理に照らし許されないから，

このような特段の事情がある場合には，均等が否定されることとなる。 

イ 本件特許の出願経過等 

前提となる事実，証拠（各項末尾に掲記した証拠）及び弁論の全趣旨によれば，

本件特許の出願経過等は，次のとおり認められる。 

(ア) 控訴人は，平成９年９月１７日，本件特許について，明細書に次のとおり

記載して，出願をした。（甲８の１） 

ａ 特許請求の範囲の請求項１（以下「旧請求項１」という。） 

ベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機能付

き椅子において，／前記座席に支持された磁性材料の部材と，／前記座席の静止時

における磁性材料の部材位置とは異なる位置に，前記磁性材料の部材に近接して前

記ベースに固定され，電磁力により前記磁性材料の部材を揺動方向に吸引するソレ

ノイドと，／該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動

作を制御する揺動制御手段と，を備え，前記磁性材料の部材とソレノイドとは離間

した状態で揺動することを特徴とする揺動機能付き椅子。 

ｂ 特許請求の範囲の請求項２（以下「旧請求項２」という。） 

前記ベースには，少なくとも２つのロッドが揺動可能に設けられ，この２つのロ

ッドに前記座席が支持され，前記磁性材料の部材は，所定の間隔で対向配置された

２つの磁性材料の部材で構成され，前記ソレノイドは前記座席の揺動静止時におけ

る前記２つの磁性材料の部材間の中点位置近傍で前記ベースに固定されていること
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を特徴とする請求項１に記載の揺動機能付き椅子。 

ｃ 特許請求の範囲の請求項３（以下「旧請求項３」という。） 

前記座席と前記ベースとの間に，前記ベースに対して前記座席が水平往復動可能

なスライド手段を設けたことを特徴とする請求項１に記載の揺動機能付き椅子。 

(イ) 特許庁審査官は，控訴人に対し，平成１９年１月２６日付け拒絶理由通知

書において，本件特許出願のうち旧請求項１については，特許法２９条２項により

拒絶すべきものである旨通知した（本件拒絶理由通知）。（甲８の２） 

(ウ) 控訴人は，本件拒絶理由通知を受けて，本件補正をした。すなわち，控訴

人は，平成１９年３月３０日，旧請求項１を削除して特許請求の範囲を旧請求項２

及び３に限定し，旧請求項２を請求項１と，旧請求項３を請求項２とする旨の手続

補正書及び同趣旨の意見書を提出し，同意見書中で「拒絶理由および引用文献１を

精査しましたところ，審査官のご認定の通りとの結論に達しましたので，同じ通知

書において『拒絶の理由を発見しない』とされた旧請求項２および３に限定する下

記のような補正をしました。」，「新請求項１には，拒絶の理由がなかった旧請求

項２の構成がそのまま採用されただけであり，新規事項の追加の恐れはありませ

ん。」，「新請求項２には，拒絶の理由がなかった旧請求項３の構成がそのまま採

用されただけであり，新規事項の追加の恐れはありません。」などと主張した。本

件補正を受けて，平成１９年５月１８日，本件特許権の設定登録がされた。（甲８

の３～５） 

(エ) 本件補正後の特許請求の範囲の記載は次のとおりである。 

ａ 請求項１ 

ベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機能付

き椅子であって，前記座席に支持された磁性材料の部材と，前記座席の静止時にお

ける磁性材料の部材位置とは異なる位置に，前記磁性材料の部材に近接して前記ベ

ースに固定され，電磁力により前記磁性材料の部材を揺動方向に吸引するソレノイ

ドと，該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制
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御する揺動制御手段と，を備え，前記磁性材料の部材とソレノイドとは離間した状

態で揺動する揺動機能付き椅子において，／前記ベースには，少なくとも２つのロ

ッドが揺動可能に設けられ，この２つのロッドに前記座席が支持され，前記磁性材

料の部材は，所定の間隔で対向配置された２つの磁性材料の部材で構成され，前記

ソレノイドは前記座席の揺動静止時における前記２つの磁性材料の部材間の中点位

置近傍で前記ベースに固定されていることを特徴とする揺動機能付き椅子。 

ｂ 請求項２ 

ベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機能付

き椅子であって，前記座席に支持された磁性材料の部材と，前記座席の静止時にお

ける磁性材料の部材位置とは異なる位置に，前記磁性材料の部材に近接して前記ベ

ースに固定され，電磁力により前記磁性材料の部材を揺動方向に吸引するソレノイ

ドと，該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制

御する揺動制御手段と，を備え，前記磁性材料の部材とソレノイドとは離間した状

態で揺動する揺動機能付き椅子において，／前記座席と前記ベースとの間に，前記

ベースに対して前記座席が水平往復動可能なスライド手段を設けたことを特徴とす

る揺動機能付き椅子。 

ウ 特段の事情の有無 

前記イのとおり，控訴人は，本件特許の出願時，座席を連続して揺動させること

が可能な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段としてソレノイドを有するもの

について，旧請求項１においては，座席支持機構を特段限定せず，旧請求項２にお

いては，座席支持機構をロッド２点支持方式に限定し，旧請求項３においては，座

席支持機構を，座席とベースとの間に，ベースに対して座席が「水平往復動可能な

スライド手段を設けたことを特徴とする」ものに限定していたものである。そして，

控訴人は，本件補正により，旧請求項１を，本件特許の特許請求の範囲から削除し，

その範囲を旧請求項２及び旧請求項３に限定したものである。 

このように，控訴人は，本件補正において，座席を連続して揺動させることが可
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能な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段としてソレノイドを有するものにつ

いて，拒絶理由通知に対応して，座席支持機構を特段限定していない旧請求項１を

削除し，座席支持機構にロッド２点支持方式を採用する旧請求項２（本件発明）及

び座席とベースとの間に，ベースに対して座席が「水平往復動可能なスライド手段

を設けたことを特徴とする」方式を採用する旧請求項３に限定したものである。そ

して，本件発明の出願時には既に，座席を連続して揺動させることが可能な乳幼児

用の椅子等の座席支持機構として，コロと湾曲レールを利用した方式が存在するこ

とは周知であり（乙３～５），コロと湾曲レールを利用する方式に係る座席支持機

構は，上記のとおり削除された旧請求項１に係る座席支持機構の範囲内に客観的に

含まれるものである。 

したがって，控訴人は，コロと湾曲レールを利用する方式に係る座席支持機構に

ついても，本件発明の技術的範囲に属しないことを承認したもの，又は外形的にそ

のように解されるような行動をとったものと評価することができる。 

よって，均等の第５要件の充足は，これを認めることができない。 

エ 控訴人の主張について 

控訴人は，本件特許の出願当時，動力機構としてソレノイドを用い，座席支持機

構としてコロと湾曲レールを利用するという各構成を組み合わせた乳幼児用の椅子

等は存在せず，また，動力機構としてソレノイドを用いることから生じる課題も公

知ではなかったから，本件特許の特許請求の範囲に，座席支持機構としてコロと湾

曲レールを利用する方式も含めることは容易ではなく，さらに，拒絶理由を回避す

るために，座席支持機構についてロッドを利用した方式に限定したものでもないと

主張する。 

しかし，控訴人が，本件補正において，ロッド２点支持方式等を除く方式に係る

座席支持機構を包括的に削除したとの事実の評価は，客観的に判断されるべきもの

である。 

 そうすると，このような控訴人の本件補正時における具体的な認識や本件補正の
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目的は，均等の第５要件の充足に関する結論を左右するものではない。 

(4) まとめ 

よって，均等のその余の要件の成否について検討するまでもなく，各被告製品は，

均等の第１要件及び第５要件を充足しないから，各被告製品が本件発明と均等なも

のとしてその技術的範囲に属するということはできない。 

 ２ 結論 

 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，控訴人の請求はいずれ

も理由がないから，これらを棄却した原判決は相当である。 

 よって，本件控訴を棄却することとし，主文のとおり判決する。 

知的財産高等裁判所第４部 

 

裁判長裁判官     髙   部   眞 規 子 

 

 

裁判官     柵   木   澄   子 

 

 

裁判官     片   瀬       亮 
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別紙１ 

各被告製品の構成の特徴（控訴人の主張） 

 

ａ ベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機

能付き椅子であって， 

ｂ 前記座席に支持された永久磁石の部材と， 

ｃ 前記座席の静止時における永久磁石の部材位置とは異なる位置に，前記永久

磁石に近接して前記ベースに固定され，電磁力により前記永久磁石を揺動方向に吸

引するソレノイドと， 

ｄ 該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制

御する揺動制御手段と，を備え， 

ｅ 前記永久磁石の部材とソレノイドとは離間した状態で揺動する揺動機能付き

椅子において， 

ｆ 前記座席の下部には，その揺動方向に対して離間された２つの異なる位置に

それぞれ二組（合計４個）のコロ（車輪）が回動可能に設けられ，前記ベースの上

部には，二組（４つ）の湾曲状レールが，上記の各コロに対応する位置にそれぞれ

設けられており，前記ベースの上部に設けられた各湾曲状レールが前記座席の下部

に回動可能に設けられた各コロを受けることによって，前記座席が前記ベースに対

して揺動可能に支持され， 

ｇ 前記永久磁石の部材は，所定の間隔で対向配置された２つの永久磁石の部材

で構成され， 

ｈ 前記ソレノイドは前記座席の揺動静止時における前記２つの永久磁石の部材

間の中点位置近傍で前記ベースに固定され， 

ｉ 前記ソレノイドは，巻線軸に沿った貫通穴を有し，前記巻線軸を前記座席の

揺動方向に対して平行に前記ベースに固定され， 

ｊ 前記２つの永久磁石の部材は，前記座席に固定された直線形状のシャフトに
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固定され， 

ｋ 前記シャフトは，前記貫通穴に挿入されていることを特徴とする 

ｌ 揺動機能付き椅子。 
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別紙２ 

    



- 33 - 

別紙３ 
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別紙４ 
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別紙５ 

 


